
2050年二酸化炭素排出実質   実現 向   社会情勢 急速 変化 遂    中 太陽光      利用促進  
      地球温暖化対策 重要性等    広 周知 行 必要    考    今後本市    取 組   点 見直
しすべき点を明確にし、本市の特性を生かした取組を検討する必要があると考えるため。

◆令和５年度外部評価結果 対  事業担当課 取組状況    

１ 地球温暖化対策活動支援事業 環境総務課

委員会評価結果 改善の必要あり 所管課における今後の方向性 改 善

(1)【事業内容】 (2)【評価の視点】

再   省  設備等 導入 要  費用 一部 支援金   交付   今後の方向性

(3) 事業選定理由 

(4)【委員会における総合的評価】

個人        国 電力事業者 含     大      取 組 必要   事業    市   出来     限界
           市   毎年事業 評価 継続        意義    考      明確 指標 示      達成
状況 評価 積 重  今後 事業 方向性 見極     生         

(5) 上記評価     対  令和６年度 取 組 状況 

 事業 活動指標 見  化    目標件数 令和６年度 太陽光   323件 蓄電池263件   令和７年度以降 
目標値 再設定 行 2030年 向 削減目標 達成     進捗状況 管理        
 制度 周知   提案         川口情報   （ＬＩＮＥ 含 ） 活用   
  地球温暖化防止活動推進      協力  生  処理機（     ） 啓発 行   
・太陽光パネルと蓄電池のメリットを周知するため、YouTube配信を実施し、新たに作成したパネルを環境月間（６月）に本庁
舎     時 掲示  支援金 周知 併 行   

(6) 令和７年度予算作成      考 方 【予算計上の方向性】 増額

 令和５年度 予算 超  申請    申請締切  ３月１５日  早 ３月１日 受付 終了   令和６年度 ９月
末現在 令和５年度    上回 申請       早 受付終了 予想        ５％程度 増 見込   本市 
財政事情などを考慮し、微増の要求とする。

(7)【所管課が考える事業の今後の方向性】

　わかりやすくかつ客観的に判断できる指標を定めるため、件数以外にも指標となるものを引き続き調査・研究をしていく。
    全市民 浸透      言      広報 方法     引 続 研究     
    評価         地球温暖化対策 市単独 出来     限界      国 県 動向 注視  協力体制 
構築を図っていく。

資料２



   禍 物価 原材料高騰   市内企業 抱  経営課題 多様化      当該事業 市内産業 発展      
繋がっているかの検証が必要であると考えるため。

２ 経営支援事業 経営支援課

委員会評価結果 概ね適正 所管課における今後の方向性 現状維持

(1)【事業内容】 (2)【評価の視点】

市内の中小企業者や創業を目指す方を対象とした以下の事業
 DX     化 支援（補助金 支給）  専門家 派遣（経営課題 相談）
 創業支援（     交流会等 開催）  企業 海外展開支援（     相談）

事業の効果

(3) 事業選定理由 

令和７年度  事業 見直    予算 減額      令和６年度 同程度 事業 実施  予定    
今後 経済界 状況 注視     事業 見直 等 行    事業者     沿  支援 行     

(7)【所管課が考える事業の今後の方向性】

事業 活用事例等         紹介    増   事業 認知度 向上 図      市内事業者 創業希望者等 
各種支援 積極的 利用促進        商工会議所等関係機関  役割分担      今後 引 続 協議   
く。

(4)【委員会における総合的評価】

 事業全体   目指 方向性 間違       ⾧期的 視点  検証 必要       効果検証 十分  言    
支援を受けた事業者へのアフターフォローも重要である。
 関係団体 事業 連携   分  行  事業者      効果的 事業 整理    必要          
・アンケート調査だけでは事業者が抱える悩みや課題が十分に把握できているかは疑問が残り、課題把握の仕組みづくりが必要で
はないか。

(5) 上記評価     対  令和６年度 取 組 状況 

 女性活躍 創業支援事業ＡＦＥＫＴ 参加者（卒業生） 対象  zoom 利用  交流会 市 埼玉高速鉄道主催 
イベントへの出店等、アフターフォローを実施した。
 市           育成     講座 活用事例 ＡＦＥＫＴ       卒業生 紹介 掲載  事業 認知度
の向上を図った。
・埼玉県創業・ベンチャー支援センターと共催した創業セミナー、ジェトロ埼玉・川口産業振興公社と共催した海外展開セミナーの
開催にあたり、それぞれの団体がアンケートや相談等により把握している事業者の要望に基づいて協議を重ね、事業者のニーズに
沿ったテーマを設定の上セミナーを実施した。
 川口産業振興公社 川口商工会議所     等 日程 重      調整  年間 通  事業者 学  場 提供 
た。

(6) 令和７年度予算作成      考 方 【予算計上の方向性】 減額


